
（○印…必要な提出書類、△印…該当する場合のみ必要な書類）

№

設置
経営

受託
経営

1 定款変更認可申請書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 様式第２（２部提出）

2 変更後（新）の定款 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ２部提出

3 現行（旧）の定款 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
定款変更の決議に係るもの。原本証明
必要

5 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
当該評議員会招集の決定に係るもの。
原本証明必要

6 財産目録 ○

7 事業計画書 ○ ○ 事業開始年度および次年度の２年度分

8 収支予算書 ○ ○ 事業開始年度および次年度の２年度分

9 受託事業の概要説明書 ○

10 受託契約書（写） ○

11 関係条例等（写） ○

12 予算書または決算書 △ ○

13 補助金等の交付決定書（写） △ △

14 △ △ 福祉医療機構等借入金がある場合

15 償還計画 △ △

16 償還金贈与契約書（写） △ △ 償還財源に寄附を予定している場合

17 身分証明書 △ △ 寄附者のもの

18 印鑑登録証明書 △ △ 寄附者のもの

19 残高証明書・所得証明書等 △ △ 寄附者のもの

20 各種補助金要綱 △ △

21 建築資金贈与契約書（写） △ △ 建築資金に寄附を予定している場合

22 身分証明書 △ △ 寄附者のもの

23 印鑑登録証明書 △ △ 寄附者のもの

24 残高証明書・所得証明書等 △ △ 寄附者のもの

25 法人本部会計等決算書 △ ○
定款変更事由発生年度または定款変更
事由発生前年度の収支計算書、貸借対
照表等

26 預金残高証明書 △ ○

27 △ ○

28 △

29 不動産登記事項証明書 ○ ○ △

30 建築確認書（写） △ ○

31 図面 ○ ○ ○

32 △ △

33 履歴書（写） △ △

34 △ △ 開始する事業に資格要件がある場合

35 ○ △ △

36 廃止事業にかかる財産の処分方法 ○ △ △

37 基本財産処分承認書（写） △ ○ ○ 基本財産処分承認が必要な場合

38 事業の認可書・指定書等（写） △

39 △ △ △ △ △ △ △

 ※　提出部数については、定款変更認可申請書（かがみ）と変更後（新）の定款のみ２部必要。他は１部で可。

その他県が必要と認める資料

事業の廃止届（写）または廃止認可書
（写）等

施
設
整
備
等
関
係
書
類

工事関係契約書、見積書、領収
書（写）

就任承諾書（写）
施設長関
係書類

資格を証明する書類（写）

不動産売買（賃貸借）契約書
（写）

定款変更認可申請書　提出書類一覧

その他
の条文
の変更

備　　考

　　　　　　　　　　変更事項

　
　提出書類

評議員会の議事録・議案書(写)
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建物
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の処分
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基本財産の変更
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理事会の議事録・議案書(写)

借入金決定書（写）または
受理証明書（写）等
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